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2019年２月13日 

株式会社名古屋証券取引所 

自主規制グループ 

新 規 上 場 会 社 概 要 

 

会 社 名   株 式 会 社 コ プ ロ ・ ホ ー ル デ ィ ン グ ス  

（英訳名   COPRO-HOLDINGS. Co., Ltd.） 

 

代表者の役職氏名  代表取締役社長  清川 甲介 

本 店 所 在 地 

 
 

〒450-6427 愛知県名古屋市中村区名駅三丁目28番12号 

℡ 052(589)3066 

（最寄りの連絡場所）  （同 上） 

Ｕ Ｒ Ｌ  https://www.copro-h.co.jp/ 

設 立 年 月 日  2006年10月２日 

事 業 の 内 容  建設業界に特化した人材派遣事業を行う事業子会社の管理・運営 

業種別分類・コード  サービス業・７０５９（新証券コード（ISIN） JP3302000009） 

株 式 の 総 数  （2019年２月13日現在） 

発行済株式総数  5,000,000株 

資 本 金  30,000千円 

 

 

新 規 上 場 有 価 証 券  （上場予定日  2019年３月 19日） 

銘   柄 種 類 上場株式数 単元株式数 

 

㈱コプロ・ホールディングス 株式 

 

 

普通株式 

 

株 

5,000,000 

 

株 
100 

 

 

 

公募・売出しの要領 

公募・売出しの別 株式数 申込期間 払込日 受渡日 備   考 

 

公 募 

(自己株式の処分) 

売出し (注)1 

ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄによ

る売出し (注)3 

株 

400,000 

 

1,000,000 

上限 

210,000 

 

2019.３.12 

～ 

2019.３.15 

 

2019.３.18 

 

2019.３.19 

 

予定されている引受金融商

品取引業者及び引受株数は

(注)2 のとおりである。 

公開価格の決定方法 
(ブック・ビルディング方式) 

(1) 仮条件決定日 2019.２.28 
(2) 需要調査期間 2019.３.４～2019.３.８ 
(3) 公開価格決定日 2019.３.11 

（注） １．売出放出元 清川 甲介氏 1,000,000株 
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２．大和証券㈱ 1,232,000株、東海東京証券㈱ 56,000株、ＳＭＢＣ日興証券㈱ 42,000株、野村證券㈱ 

42,000株、㈱ＳＢＩ証券 14,000株、エース証券㈱ 14,000株 

３．上記のオーバーアロットメントによる売出しは、公募売出しの需要状況を勘案し、大和証券㈱が同社株

主から借入れる予定の同社普通株式について追加的に行うものである。また、上記オーバーアロットメン

トによる売出しに関連して、同社は、大和証券㈱を割当先とし、2019年３月29日を払込期日とする同社普

通株式210,000株の第三者割当による自己株式の処分の決議を行っている。 

 

既 上 場 取 引 所  なし（東京証券取引所マザーズに同時上場予定）  

 

 

Ⅰ．会 社 の 概 要 

１．役員の状況 

(1) 代表者の略歴 

役 職 名 
氏   名 

（生年月日） 
略     歴 

代表取締役 

社 長 
清川
きよかわ

 甲介
こうすけ

 
(1977年10月16日生) 

1998年４月 建装工業㈱ 入社 

1999年５月 ㈱日構シーエスエス（現 ㈱テクノプロ・コンストラ

クション） 入社 

1999年９月 同社 名古屋営業所長 

2000年４月 同社 大阪営業所長 

2001年４月 同社 新宿営業所長 

2004年５月 同社 代表取締役社長 

2006年５月 ㈱クリスタルスタッフ 代表取締役社長 

2006年10月 ㈱トラスティクルー（現 ㈱コプロ・ホールディング

ス、以下「同社」）設立 代表取締役社長（現任） 

2015年５月 ㈱コプロ・エンジニアード（新設分割会社） 代表取

締役社長（現任） 

 

(2) その他の役員の役職・氏名 

（ 取 締 役 ） 

 
 

小粥 哉澄、齋藤 正彦、保浦 知生、越川 裕介、向井 一浩、 

葉山 憲夫（社外）、小島 義博（社外） 

（ 監 査 役 ）  星野 義明、春馬 学（社外）、大倉 淳（社外） 
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２．会社の沿革 

年 月 主    な    沿    革 

2006．10 ㈱トラスティクルーを名古屋市中区に設立（人材派遣事業） 

 名古屋支店開設 

2007．２ 横浜支店開設 

2008．３ ㈱コプロ・エンジニアードへ社名変更 

 名古屋支店移転 

８ 東京支店開設 

2009．10 札幌支店開設 

2011．７ 大阪支店開設 

９ 首都圏支店開設 

2012．10 福岡支店開設 

2013．４ 仙台支店開設 

10 ㈱コプロ・ダイニングサービス設立 

 ㈱コプロ・ダイニングサービス １店舗目出店 

11 

 

ＧＩＰ㈱の株式を全株取得し、㈱コプロ・ソリューションズへ社名変更し、同社の給与計

算・社会保険業務を委託 

2014．６ 広島支店開設 

11 社員教育研修を目的としてアカデミア事業部開設 

2015．５ 

 

 

会社分割により、㈱コプロ・ホールディングスへ社名変更し、同社を親会社とし、同時に㈱

コプロ・エンジニアードを新設分割にて設立し人材派遣事業を移管し、同社は持株会社体制

へ移行 

７ ㈱コプロ・エンジニアード関東支店開設 

2016．４ ㈱コプロ・エンジニアード関東支店をＭＣ事業部へ改称 

５ 本社を名古屋市中村区に移転 

 ㈱コプロ・ダイニングサービス ２店舗目出店 

11 ㈱コプロ・エンジニアードＭＣ事業部をＭＣ支店へ改称 

2017．１ ㈱コプロ・ソリューションズ解散 

３ ㈱コプロ・ダイニングサービス解散 

４ ㈱コプロ・エンジニアード大宮支店開設 

 
㈱コプロ・エンジニアード東京支店を東京第一支店へ改称、首都圏支店を東京第二支店へ改

称 

 ㈱コプロ・エンジニアード東京本社開設 

 ㈱コプロ・エンジニアードＭＣ支店廃止 

10 ㈱コプロ・エンジニアード神戸支店開設 

2018．４ ㈱コプロ・エンジニアード金沢支店開設 

10 ㈱コプロ・エンジニアード名古屋支店を名古屋第一支店へ改称 

 ㈱コプロ・エンジニアード名古屋第二支店開設 
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３．最近の発行済株式総数及び資本の額の推移 

年月日 
発行済株式 

総数残高 

資本金 

残 高 

資本準備 

金 残 高 

新 株 

発行数 

払 込 

金 額 

資 本 

組入額 
備 考 

 株 千円 千円 株 円 円  

2017.２.23 5,000,000 30,000 － 4,999,500 － － 株式分割（１：500） 

(注) 発行可能株式総数 20,000,000株（2019年２月13日現在） 

 

 

４．大株主の状況（2019年２月13日現在） 

氏名又は名称 所有株式数 

発行済株式（自己株式を

除く。）の総数に対する

所有株式数の割合 

 

㈱リタメコ 

清川 甲介 

株 

2,100,000 

2,000,000 

％ 

51.2 

48.8 

計 4,100,000 100.0 

（注）上記のほか、同社保有の自己株式 900,000株がある。 

 

 

５．株式事務の概要 

(1) 事 業 年 度  毎年４月１日から翌年３月31日まで 

(2) 定 時 株 主 総 会 開 催 日  毎事業年度終了後３カ月以内 

(3) 基 準 日  毎年３月31日 

(4) 剰余金の配当の基準日  毎年９月30日、毎年３月31日 

(5) 株 主 名 簿 管 理 人  三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

 

 

６．その他 

(1) 所 属 市 場  セントレックス 

(2) 事務幹事金融商品取引業者  大和証券㈱ 

(3) 監 査 人  有限責任 あずさ監査法人 
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Ⅱ．事業の概要 

１．主要な設備等の状況 （2019年２月13日現在） 

 本 社  名古屋市中村区 

 子 会 社  ㈱コプロ・エンジニアード（名古屋市中村区） 

 

同 支 店 等 

 

 

 

 

 

 

名古屋本社・名古屋第一支店・名古屋第二支店（名古屋市中村区） 

東京本社・東京第一支店・東京第二支店（東京都中央区） 

札幌支店（札幌市北区）、仙台支店（仙台市青葉区）、横浜支店（横浜市西区） 

大宮支店（さいたま市大宮区）、金沢支店（石川県金沢市） 

大阪支店（大阪市北区）、神戸支店（神戸市中央区）、広島支店（広島市南区） 

福岡支店（福岡市博多区） 

 

 

２．販売実績（連結）（2018年３月期） 

派遣先業種 金 額 前期比 構成比 

 千円 ％ ％ 

建 築 3,266,649 106.6 36.5 

土 木 1,691,704 110.2 18.9 

設 備 2,053,875 104.0 22.9 

プラント 638,053 376.6 7.1 

ＣＡＤ 1,022,113 133.2 11.4 

その他 290,283 152.9 3.2 

合 計 8,962,680 116.4 － 

 

 

３．従 業 員 の 状 況  （2018年12月31日現在） 

(1) 連結会社 1,738名 （嘱託契約の従業員を含む） 

(2) 新規上場会社 37名 （嘱託契約の従業員を含む） 

 

 

４．最近の業績等の推移 

（連 結） 

期 別 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
純資産額 総資産額 

 

2017.３期 

2018.３期 

百万円 

7,701 

8,962 

百万円 

909 

894 

百万円 

901 

884 

百万円 

541 

608 

百万円 

2,190 

2,704 

百万円 

5,163 

5,400 

（予 想） 

2019.３期 

 

10,723 

 

1,249 

 

1,241 

 

818 

 

－ 

 

－ 

(注) 予想数値は、同社提出資料による（以下同じ）。 
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５．１株当たり数値（連結） 

種類 

期別 

当期純利益 
純資産額 

配 当 金 

（中 間） 期中平均株式数 潜在株式調整後 

  円 円 円 円 

2017.３期 連結 132.03 － 534.18 23.0 （0.0） 

2018.３期 連結 148.34 － 659.52 30.0 （0.0） 

（予 想） 

2019.３期 
連結 199.64 － － 37.0 （0.0） 

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数１株当たりの数値である。なお、2019年３月期の予想数値

は、公募株式数を勘案した期中平均株式数を基に算出しているが、オーバーアロットメントによる売

出しに関連する第三者割当分は勘案していない。 

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数１株当たりの数値である。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、非上場であり、期中平均株価が把握できないため

記載していない。 

 

 

 

１．『新規上場会社概要』は、当取引所が新規上場会社を紹介するための資料であり、投資勧誘を目

的に作成されたものではありません。 

２．新規上場会社の「上場申請のための有価証券報告書」等を当取引所総務グループにおいて縦覧に

供しております。 

なお、内容等に関するお問い合わせは、 

株式会社名古屋証券取引所 自主規制グループ 上場監理担当 

ＴＥＬ ０５２－２６２－３１７４ 

ＦＡＸ ０５２－２６４－４７０２ 


